












Response rate of the PIAAC survey in Japan was approximately 50%. Weighting adjustment was 
indispensable in order to compensate for the nonresponse and frame imperfection. This paper de-
scribes the details of the weighting method applied to the Japanese data. First, the sampling design 
was presented in the introduction, which was considered to compute the base weight. Unfortunately 
due to the Great East Japan Earthquake, we couldn’t conduct the survey in some areas. We addressed 
this problem by combining some strata. Next, five steps of weighting adjustment were shown one by 
one: unknown eligibility adjustment, nonliteracy-related nonresponse adjustment, listeracy-related 
nonresponse adjustment, trimming and calibration. Finally, the results of the weighting adjustment 



















                                                     














の抽出数は 500として、各層の抽出数は 15歳以上 64歳以下人口に比例割当により定めた。目標母
集団の年齢は 16歳以上 65歳以下であるにもかかわらず、割当に用いる年齢を 15歳以上 64歳以下
としたのは、これらの抽出作業を、調査実施のほぼ１年前に当たる 2010年秋から 2011年初頭にか
けて行ったためである。 
 第二次抽出単位は住民個人とし、2011 年 4 月以降に住民基本台帳から抽出を行う予定であった。
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出対象者数は比例割当となっているためである。 
 

















表 2  調査結果の状況の分類 
処理コード 回収率算出の ための分類 ウェイト算出・データ分析のための分類 人数 
01 完了 回 収 R（回収） 5,173 
03 中断 未回収 NR（リテラシー関連ではない未回収） 0 
04 拒否（対象者による） 未回収 NR（リテラシー関連ではない未回収） 2,937 
05 拒否（対象者以外の者による） 未回収 NR（リテラシー関連ではない未回収） 1,153 
07 言語上の問題 回 収 
性・年齢既知 L1（リテラシー関連未回収） 6 
性・年齢未知 L2（リテラシー関連未回収） 0 
08 非識字 回 収 
性・年齢既知 L1（リテラシー関連未回収） 2 
性・年齢未知 L2（リテラシー関連未回収） 0 
09 学習・精神障碍 回 収 
性・年齢既知 L1（リテラシー関連未回収） 97 
性・年齢未知 L2（リテラシー関連未回収） 0 
12 聴覚障碍 除 外 D（障碍） 7 
13 視覚障碍 除 外 D（障碍） 13 
14 発語障碍 未回収 NR（リテラシー関連ではない未回収） 3 
15 身体障碍 除 外 D（障碍） 36 
16 その他の障碍 除 外 D（障碍） 34 
17 その他 未回収 NR（リテラシー関連ではない未回収） 160 
18 死亡 除 外 I（不適格） 10 






25 不適格 除 外 I（不適格） 85 
90 技術上の問題 回 収 NR（リテラシー関連ではない未回収） 3 




 ウェイトを用いるということは、例えば変数 Yの第 l対象者の値を lYとしたとき、変数 Yの平均
の推定に当たって、単なる標本平均 ∑−= l lYnY 1 を用いるのではなく、第 l対象者にはウェイト lFW
を与え、このウェイトによる加重平均 




llY FWYFWµˆ  
を用いるということである。各対象者のウェイト lFW は、技術基準において、(2.2)式に示すように
標本抽出デザインを反映した基礎ウェイト lW に対し係数 lF1 から lF6 を順に乗じていくことで求め
ることとされている。 
(2.2)   lllllll FFFFFWFW 65431=  
 各係数の意味および計算方法は以下のとおりである。 
日本における国際成人力調査のウェイト調整 
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(2.3)   lF1 : 適格性未知の調整用係数  































(2.4)   lF3 : リテラシー関連ではない未回収の調整係数  
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(2.5)   lF4 : リテラシー関連の未回収の調整係数 
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(2.6)   lF5 : トリミング用係数  



















(2.7)   lF6 : キャリブレーション用係数 
 
 各式における *S は、表 2に示される分類＊における、それよりも一つ前の段階までのウェイト合
計を表す。例えば lF1 における RS とは、表 2においてウェイト算出のための分類が R（回収）とさ
れた対象者、すなわち処理コード 01 とされた対象者のウェイト lW の合計を意味する。また lF3 に
おける RS とは、R（回収）の対象者のウェイト ll FW 1 の合計を意味する。したがって例えば係数 lF3
を乗じるということは、NR（リテラシー関連ではない未回収）と D（障碍）、U（適格性未知）の
対象者のウェイトは 031 =lll FFW として集計から除外し、R（回収）の対象者のウェイトをその分拡
大するということを意味する。 
















に全ての対象者が 14 =lF となっており、ウェイト調整群への分割は不要であった。 


























未回収と最も関連しているのは SERVICE（第 3次産業の割合）であり、第 3次産業就業者の割合が
75%未満の地域（図中では SERVICE=abc と表記）では回収率は 52.76%、75%以上の地域（図中で
は SERVICE=deと表記）では 42.9%であった。さらに第 3次産業就業者の割合が高い地域のうち、
一戸建に居住する対象者（図中では BUILD=aと表記）の回収率は 55.28%、共同住宅などそれ以外
の対象者（図中では BUILD=bcd と表記）の回収率は 44.52%であった。このようにして、L1、L2、
Iの対象者を除く 10,800人の対象者を全部で 17のウェイト調整群に分割した。なお図 1において 5
番目と 10番目のウェイト調整群について複数のグループをまとめているのは、ウェイト調整群の最
日本における国際成人力調査のウェイト調整 
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小サイズは 30人とするよう国際コンソーシアムから指示があったためである。 
 
表 3 ウェイト調整群作成のための候補となる変数 
種類 変数名 内容 決定係数 
対象者個人属性 
GENDER ★ 性別  
AGE ★ 年齢  
BUILD ★ 住居形態  
教育 
UNIV ★ 大学卒業者割合 0.0226 
EDU2 高校卒業者に対する大学卒業者の比 0.0214 
COLG ★ 中学・高校卒業者に対する短大・大学卒業者の比 0.0219 
従業上の地位 
EMP1 総数に対する派遣社員の割合 0.0098 
EMP2 総数に対する家族従業者の割合 0.0111 
EMP3 雇用者に対する派遣社員の割合 0.0115 
TMPE ★ 正規の職員に対する派遣社員の比 0.0099 
EMP5 正規の職員に対する家族従業者の比 0.0102 
EMP6 自営業と家族従業者に対する派遣社員の比 0.0104 
EMP7 自営業と家族従業者に対する役員と派遣社員の比 0.0147 
EXEC ★ 自営業と家族従業者と内職に対する役員と派遣社員の比 0.0148 
EMP9 総数に対する雇用者の割合 0.0002 
労働力状態 
LABOR ★ 人口に対する労働力人口の割合 0.0126 
LBF2 人口に対する非労働力人口の割合 0.0001 
LBF3 労働力人口に対する非労働力人口の割合 0.0028 
LBF4 人口に対する就業者の割合 0.0100 
産業 
IND1 第１次産業の割合 0.0114 
IND2 第２次産業の割合 0.0033 
SERVICE ★ 第３次産業の割合 0.0104 
IND4 Ａ農業、林業の割合 0.0102 
IND5 Ｂ漁業の割合 0.0031 
IND6 Ｃ鉱業、採石業、砂利採取業の割合 0.0024 
IND7 Ｄ建設業の割合 0.0103 
IND8 Ｅ製造業の割合 0.0010 
IND9 Ｆ電気・ガス・熱供給・水道業の割合 0.0004 
IND10 Ｇ情報通信業の割合 0.0177 
IND11 Ｈ運輸業、郵便業の割合 0.0001 
IND12 Ｉ卸売業、小売業の割合 0.0011 
IND13 Ｊ金融業、保険業の割合 0.0131 
IND14 Ｋ不動産業、物品賃貸業の割合 0.0182 
IND15 Ｌ学術研究、専門・技術サービス業の割合 0.0203 
IND16 Ｍ宿泊業、飲食サービス業の割合 0.0005 
IND17 Ｎ生活関連サービス業の割合 0.0004 
IND18 Ｏ教育、学習支援業の割合 0.0026 
IND19 Ｐ医療、福祉の割合 0.0053 
IND20 Ｑ複合サービス事業の割合 0.0136 
IND21 Ｒサービス業の割合 0.0044 
IND22 Ｓ公務の割合 0.0049 
INFO ★ 情報通信業、金融業、保険業、不動産業、物品賃貸業、学術研究、専門・技術サービス業の割合 0.0201 
地域 
REGION7 北海道、東北、関東、中部、近畿、中国・四国、九州  
TL2 ★ JPA、JPB、JPC、JPD、JPE、JPF、JPG、JPH、JPI、JPJ注）  
CITY ★ 人口規模  
POP.D ★ 人口密度 0.0118 
世帯 
HHS1 ６人以下世帯に対する１人世帯の割合 0.0066 
H.ONE ★ 全世帯に対する１人世帯の割合 0.0069 
HHS3 人口に対する世帯数の比 0.0087 
H.SIZE ★ 世帯数に対する人口の比 0.0082 
住居の面積 
H.AREA ★ 全住居に対する100平米以上の住居の割合 0.0087 
HS2 全住居に対する150平米以上の住居の割合 0.0064 
年齢構成 
AGED1 生産年齢人口の割合 0.0115 
AGED2 65歳以上人口の割合 0.0085 
AGED3 15歳未満あるいは65歳以上人口の割合 0.0111 
AGED4 65歳未満人口に対する65歳以上人口の比 0.0085 
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AGE.PD ★ 15歳未満あるいは65歳以上人口に対する生産年齢人口の比 0.0118 






 係数 lF5 で用いられるトリミングの基準値（cutoff）については、国際コンソーシアムからの指示
で以下のように決めることとした。すなわちまずトリミングを行わずにキャリブレーションを行っ
て暫定的に係数 lF6 を求め、次に暫定的なキャリブレーション後のウェイト llll FFFW 643 の変動係数
CV と中央値M を用いて、  × M+ CV × .= 2153 cutoff と定めた。この基準に従うと、日本では
トリミングは行われなかった。 
 係数 lF6 を求めるためのキャリブレーションとは、基本的な属性に関して、回収標本による推定
値と母集団の真の値が一致するようウェイトを調整する方法である（Deville & Särndal, 1992; Deville, 














人を引いた 81,059,238人を基準人口とした。2011年 10月 1日現在の患者調査結果は、ウェイト作
成時には未公表だったためである。就業状態に関しては平成 23年 10月から 12月の労働力調査結果
（総務省統計局）、その他の変数については平成 22年国勢調査結果（総務省統計局）を利用して作
成した。各変数の母集団における分布は表 4の左の lFW （母集団）の列に示すとおりである。 
 
表 4 基本属性の分布および基本属性別リテラシー平均 
 
割合  リテラシー平均 
W_l FW_l  W_l FW_l 
 （回収標本） （母集団）  推定値 標準誤差 推定値 標準誤差 
全体 100.0% 100.0%  297.8 0.71 297.0 0.52 
        
性別 
男性 47.7% 50.3%  299.6 0.91 298.8 0.75 
女性 52.3% 49.7%  296.1 0.88 295.1 0.80 
         
年齢層 
16-25 16.1% 15.5%  300.9 1.16 299.6 1.18 
26-35 18.6% 19.4%  311.4 1.24 310.9 1.28 
36-45 23.0% 22.9%  308.2 1.01 307.7 0.95 
46-55 19.6% 19.2%  297.1 1.41 296.0 1.26 
56-65 22.8% 22.9%  274.6 1.37 273.3 1.41 
         
学歴 
中学校卒 7.0% 7.8%  252.5 2.08 254.1 2.12 
高等学校卒 36.7% 42.5%  286.7 0.84 287.5 0.83 
短大卒 20.6% 17.8%  302.4 1.03 302.8 1.11 
大学卒 25.0% 23.8%  321.2 0.84 322.0 0.85 
在学中 10.7% 8.1%  301.9 1.44 301.6 1.41 
         
就業状態 
就業者 74.9% 72.2%  298.9 0.74 298.2 0.54 
完全失業者 2.3% 3.4%  307.0 4.10 307.4 4.02 
非労働力 22.8% 24.4%  293.2 1.25 291.7 1.23 
         
地域 
JPA（北海道） 4.4% 4.2%  296.9 2.72 296.5 2.78 
JPB（青森県・岩手県・宮城県・秋田県・山形県・
福島県） 4.3% 7.0%  286.6 4.69 287.3 4.40 
JPC（埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県） 30.2% 29.2%  303.7 1.48 303.2 1.40 
JPD（茨城県・栃木県・群馬県・山梨県・長野県） 6.8% 7.7%  293.9 2.07 292.9 2.19 
JPE（新潟県・富山県・石川県・福井県） 4.6% 4.1%  297.4 2.03 297.0 2.51 
JPF（岐阜県・静岡県・愛知県・三重県） 13.3% 11.8%  297.7 1.86 298.0 1.74 
JPG（滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良
県・和歌山県） 14.9% 16.4%  299.9 1.90 298.8 1.87 
JPH（鳥取県・島根県・岡山県・広島県・山口県） 5.7% 5.6%  297.0 3.67 296.0 3.68 
JPI（徳島県・香川県・愛媛県・高知県） 3.7% 2.9%  297.4 3.75 294.7 3.64 
JPJ（福岡県・佐賀県・長崎県・熊本県・大分県・




一般化回帰推定量（Cassel, Särndal, & Wretman, 1976）は、キャリブレーションに用いる 5つの変数
の第 l対象者の値のベクトルを lx とすると、 lF6 を次式とするものである。 
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 ′−+= ∑  
xτ は xの母集団総計のベクトルであり、 xτˆ は lllll FFFFW 5431 を用いた xの母集団総計の推定値ベク
トルである。レイキング比推定量（Deming & Stephan, 1940）では lF6 は次式となる。 
(2.9)    )(exp = 6 βxllF ′  
 βは、キャリブレーションに用いる 5つの変数に関して、キャリブレーション後のウェイトを用
いた推定値と母集団における値とが一致するよう求める係数ベクトルである。さらに、ロジット関
数を用いたキャリブレーションでは lF6 は次式となる（Folsom, 1991; Folsom & Singh, 2000）。 







l A  L  +  U 






















 つまり各方法でそれぞれウェイト lFW を求め、それらの中で不等加重効果が最も小さな方法を選
ぶのである。 
 図 2には 3つのキャリブレーション方法をそれぞれ用いたときの最終ウェイト lFW の分布と不等
加重効果の値を示した。図中の縦の点線は抽出ウェイト lW の平均である。一般化回帰推定量（図中
では GREGと表記）では極端に大きなウェイト lFW は少ないが、他の方法と比べ、抽出ウェイト lW
よりも値が著しく小さなウェイト lFW が生じてしまっている。抽出ウェイト lW は、各対象者が標
本として本来持っていた重みであり、最終的なウェイト lFW はできる限りこれを下回らないのが望
ましい。レイキング比推定量（図中では RAKEと表記）では他の方法と比べ極端に大きなウェイト
が得られてしまっている。ロジット関数では下限を 0=L とし、上限を 5=U から 2=U まで 1 ず
つ小さくしてみると、 3=U のときに不等加重効果が最も小さい。一般回帰推定量やレイキング比
推定量と比べても、極端に大きなウェイトは得られておらず図 2の中では最も望ましいウェイトの
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ェイトの値自体は大きくは変わらないこと、国際成人力調査では標準誤差をジャックナイフ法で求
めるが、U をあまり小さくし過ぎるとジャックナイフウェイトを求められない場合が生じるおそれ























るからである。したがって表 4 において、基礎ウェイト lW と最終ウェイト lFW の間で推定値があ
まり異ならないことはある程度予想できた結果である。 















り、全体では 4回以上訪問した完了者の方が平均値が 3.8大きいことを表す。図 4の中央は、対象
者に対して『あなたは普段、ご在宅のことが多いですか、それとも外出していることが多いですか。』
日本における国際成人力調査のウェイト調整 
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